
２０２５年度 事業報告 

２０２６．６．５ 

社会福祉法人 七野会 

１．私たちをとりまく情勢 

（１）福祉・介護事業者の経営悪化、介護保険改定をめぐって 

・2024 年度の介護保険改定後も福祉・介護事業者の経営状態は悪化し、2025 年の老人福祉・介護事業の倒産は 

176 件、休廃業・解散は 653 件と過去最多を更新し、報酬が引き下げられた訪問介護は突出しています。 

・2026 年度の期中改定の実施は、苦境を訴える現場の声と運動の広がりの成果ですが、処遇改善と食費基準額 

のみであり、物価高騰対応や訪問介護の報酬見直しは行われず不十分と言わざるを得ません。 

・2027 年度介護保険制度・報酬改定では、預貯金要件の導入とあわせて利用者 2割負担の対象拡大が狙われて  

います。また、居宅ケアマネジメント有料化につながる「住宅型」有料老人ホームの相談支援の有料化、地

域格差を招く中山間・人口減少地域の人員基準緩和等を含む改正法案が国会に提出されようとしています。 

（２）「社会保障と税の一体改革」の下で進められる社会保障削減 

・政府は「「責任ある積極財政」のもとで、「「社会保障と税の一体改革」の一環として「全世代を通じて納得感が

得られる社会保障の構築」を進めるとしています。その内容は「「全世代型社会保障改革」によって高齢者分

野の負担増と給付削減が更に加速させるものです。 

（３）福祉・介護事業の担い手不足と処遇改善 

・介護職員の総数は、2023 年に介護保険制度開始以降初めて減少に転じ、増加の兆しは見えません。介護職員 

と全産業平均の賃金差が 8.3 万円に広がるもとで、2025 年度補正予算、2026 年度報酬改定で行われた処遇 

改善策は、1～最大 1.9 万円の引き上げです。これでは他産業への人材流出に歯止めがかりません。加えて 

加算による処遇改善や「生産性の向上」を要件とする上乗せ加算は、保険料や利用者負担に転嫁されるだけ 

でなく、財源の不安定さや算定できない事業所を生むなど、確実な処遇改善にはつながりません。 

（４）平和の堅持、国民の命と権利、社会保障が優先される社会へ   

・国際平和が重大な危機に直面するもとで、日本政府は軍備拡大や殺傷能力を持つ武器輸出とともに、戦争放 

棄とすべての人の尊厳保持を謳った憲法の改正を進めようとしています。一方で、物価高騰対策など国民生 

活が後回しにされ、社会保障費は高齢化による自然増や物価高騰率より低く抑え込まれています。 

・最高裁判所が生活保護基準引き下げを違法とする判決を下しましたが、対象者への補償は一部に留められて  

います。国民生活の「とりで」としての生活保護制度の確立とともに、旧優生保護法による強制不妊手術へ 

の補償の遅れ、新型コロナ禍を教訓としない地域医療構想の推進など、社会的弱者が置き去りにされている  

現状から、全ての人の人権が保障される政治と仕組みへの転換が必要です。 

 

２．２０２５年度事業の重要事項、特徴点 

（１）身体的虐待の発生と対応、虐待防止と権利を守るケアへの取り組み 

・一昨年の虐待事案発生から、虐待防止と信頼回復に法人全体で取り組むなかで、2025 年 5 月に法人事業所で

の身体的虐待事案が判明しました。対象者の生活と権利保障を最大の使命とする法人おける重大な権利侵害

の再発は、利用者と家族を深く傷つけ、他の利用者や関係者の不安と不信を招きました。利用者・家族への

謝罪と説明、再発防止を報告するとともに、法人内外の関係者と共同し利用者支援を継続しています。法人

内では役責会議や職員会議で報告・論議し、虐待防止・権利擁護の研修の実施とともに虐待を起こさず・起

こさせない職場づくりに今後も継続して取り組んでいきます。 

（２）前年度に発生した所在不明事故への対応 

・前年 11 月に発生した所在不明事故の利用者は 1 年半以上経過した現在も発見・保護に至っていません。命

にかかわる重大な事故発生を重く受け止め、引き続き捜索を行うとともに、家族の意向に沿った対応に努め



ます。家族が希望し京都市の行政指導を受けて、事故検証のための第三者委員会を設置し、外部の専門家の

意見を踏まえた検証と再発防止に取り組んでいきます。 

 ・あわせて、利用者の命と安全、尊厳と自由の保障にどのように取り組んでいくか論議と実践を積み重ねると

ともに、所在不明事故の防止や発生時の早期対応のための設備整備や仕組みづくりに取り組みます。 

（３）介護保険制度と社会情勢、報酬改定の影響 

 ①深刻な職員の不足、補助金・加算を活用した処遇改善 

 ・新卒・中途採用ともに苦慮し、新卒採用や単発アルバイトを含む様々な媒体を試み、職員紹介による採用は

昨年より増加したものの、欠員状況が続いています。職員数も減少し続けており、業務の過密化や超過勤務

の常態化、利用者受入れの制限、職員育成や研修、地域活動などにも影響を及ぼしました。 

 ・処遇改善加算等を活用し 2025 年度は給与改定を行い、職員が働き続けられる給与体系や環境整備、職場づ

くりの論議を継続しました。9 年ぶりに実施した職員アンケート結果を活かし、各事業所で職場環境改善目

標の設定を進めています。 

 ②法人、事業の経営状況と課題 

・2025 年度は国の補正予算による補助金 4700 万円を含め、経常増減差額 1.06％の決算となりました。職員の

不足・利用者減少等による実質事業収入の減少、資金繰りの厳しい事業への他事業からの資金繰入、物価高

騰や職員派遣・紹介費用による経費増などの課題への取り組みが必要です。 

 ・利用者本位のケアの実践とともに、迅速かつ丁寧な相談支援、年間を通じ目標追求が行えた事業に学び共有 

すること、拠点・事業ごとの到達点と課題に対する具体的対策と進捗確認を確実に行うことが重要です。ま 

た、欠員状態の継続による受入れ抑制や業務の過密化、同時に利用者確保困難が続いている地域や事業所な 

ど、地域状況や職員数に応じて事業の再編を検討の必要性が差し迫っています。 

③社会制度や社会情勢、報酬改定の影響 

 ・住宅型施設への入所増加や医療機関からの早期退院などが、利用期間の短期間化と利用率低下、施設やグル

ープホーム待機者の減少などに影響しています。利用者数減少や担い手不足によるヘルパー、デイサービス

の閉鎖や縮小が増え、地域によっては必要な人にサービスが届けられない事態も生まれています。 

（４）利用者本位のケアをめざす実践、職員の育成、制度改善への取り組み 

 ①利用者本位のケアの追求 

 ・年間を通じて感染症対策・対応を行うなかで利用者本位のケアに努めました。利用者・家族のアンケートや

満足度調査、情報交流紙、家族懇談会等で利用者や家族の思いを聞き日常ケアへ反映／相談への迅速・丁寧・

柔軟な対応／運動、買い物、手芸、音楽会など特技や希望にもとづく多彩な取り組み／夜の面会や家族とと

もに行う行事、看取り期など家族への支援／協力医療機関との会議や細やかな連携による看取り期や入退院

支援 などが特徴点として挙げられます。 

 ・地域や関係者と共同してサロンやカフェを継続開催し、地域行事参加や運営への参画も定着しました。 

 ②職員の育成と学び 

 ・運営基準上の必須研修だけでなく、多様な場で研修や事例を通じた学びに努めました。採用教育部による制

度研修、28 日研修のほか、各事業所や同種部会で虐待防止や身体拘束適正化、アンガーマネジメント等の研

修、地域ケア会議や研究交流会での事例報告、研究交流集会や京都社会福祉講座、認知症介護実践者研修な

ど研修派遣を行いました。会議やミーティング開催、事業や拠点でのグループワーク、ヒアリングの実施等、

各事業の規模や勤務体制にあわせて、意見交換しやすい風通しのよい職場づくりに努めました。 

 ③地域福祉関係者との共同、権利を守る社会保障・社会福祉をめざす取り組み 

 ・市老協、地域密着協、地域包括協をはじめ、地域社協や事業所連絡会、地域ケア会議などに積極的に参加し、 

地域課題や利用者支援を通じた連携・共同に努めました。 

 ・21・老福連、社会福祉経営全国会議、総合社会福祉研究所と京都社会福祉講座などで、権利を守る福祉実践 

や研究、社会保障・社会福祉を守る運動に参加、運営に参画しました。  



３．２０２５年度の目標、行動計画の実施状況 
 

 目標・行動計画 到達点と課題 
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目標１＜権利を守る支援の実践＞ 

利用者・家族の暮らしと介護、権利を守る専門性豊か

な社会福祉実践によって、誰からも信頼される法人、

事業所となります。 

 

＜身体的虐待の発生、虐待防止・権利をまもる支援への取り組み＞ 

 ・虐待防止に取り組む中で身体的虐待事案が発生、当該利者、家族への謝罪と支援

継続を含め誠実な対応に努め、再発防止の取り組みを継続中 

 ・全事業で年度内に 1 回以上の虐待防止・身体拘束適性化の研修を実施 

 ・法人主催の虐待防止研修は同種事業ごととし、ヘルパー、小規模・GH、施設の種

別で合計６回、226 名が参加。通所部会、居宅・包括部会は年度内に開催できず。 

＜利用中の所在不明事故への対応＞ 

 ・前年に発生した利用中の所在不明事故は、2025 年度末時点で利用者の発見に至 

らず、引き続く捜索、家族の意向に沿った対応を継続 

 ・事故検証のための第三者委員会を設置 

 ・法人内事業所で再発防止のため、利用者支援の上での対策・対応の検討と実施、 

防犯カメラ等設備・機器整備の具体化を行った 

＜苦情対応、行政報告事故について＞ 

 ・2025 年度 苦情受付 31 件（前年度 23 件）、行政報告事故 33 件（前年度 33 件） 

 ・苦情対応第三者委員会を 6 月と 12 月に開催 

 ・毎月の管理委員会で苦情・事故報告を行い、経過や課題を共有。6 月に前年度苦

情・事故対応を振り返り論議。新役責者研修で苦情・事故報告の研修を実施。 

 ・12 月に前年度の事故対応にかかる賠償請求を含む苦情があり、対応継続中 

＜各事業の役割発揮＞ 各事業のまとめを参照 

＜同種部会、職種間の連携・協同＞ 各事業の同種部会まとめを参照 

 ・同種部会が定着化し、研修、事例検討、課題共有を継続的に行えた 

同種部会開催状況…ヘルパー6 回、小規模多機能 4 回、グループホーム 2 回、 

              居宅介護支援 5 回、デイ・デイケア 2 回  

 ・各事業で他職種連携を強化。リハビリ職による GH、在宅サービスでのリハビリや援

助方法の助言を受けた支援、加算算定に係る連携を継続。 

＜美山、北山地域での取り組み＞ 

 ・美山…10 月から地域密着型に移行、移行に伴い、利用者ニーズに沿ったリハビリ・

取り組みの強化・リニューアルを行った 

 ・北山…周辺事業所閉鎖による京北地域の利用者増加で利用目標を上回った。 

 ・美山、北山ともに、役責者との会議等で利用率や運営状況の共有、利用者確保に 

ついて論議    

 

行動計画 

①虐待防止・身体拘束適正化等の研修と取り組み、権利を守

る支援の学びを継続し、虐待や不適切ケアを起こさない法人・

事業所となる。 

・虐待防止委員会を中心とした虐待防止体制 

・各事業所での虐待防止・身体拘束適正化の研修（年 1 回 

以上） 

・法人主催の虐待防止・身体拘束適正化の研修（年 1 回） 

②苦情・意見の受付と対応は、権利侵害の防止、権利を守る

実践、その人らしい暮らしを支える支援に結びつく機会とし

て、必要な調査を含め誠実に対応する。 

③前年度に発生した所在不明事故の利用者捜索に引き続き

力を尽くすとともに、家族の意向や願いに沿った対応に努め

る。行動制限や抑制をできる限り行わない支援の継続・発展に

努めると同時に、命と心身の安全を確保できる環境・体制整備

に向けた部内論議、研修や育成、点検や改善の取り組みを各

事業所の実情に応じて進める。 

④各事業所が事業目標に沿って、地域の実情や事業の特性

に応じた役割を担う。 

⑤同種部会の取り組み、職種間の連携や協同を強化する 

 ・同種部会や同種事業研修の実施（年 2 回以上） 

⑥美山地域、北山地域の経営改善策と職員確保に努め、美

山デイは地域密着型への移行を行う。地域動向及びサービス

利用状況を把握し、予測をたて、実情に即した事業と福祉活

動の在り方について、2026 年からの中期計画で具体化する 

2 

 

目標２＜福祉運動と地域福祉増進＞ 

介護保険制度の改善、公的介護保障を求める運動に

主体的に参画し、地域の福祉を増させる運動に取り組

みます。 

 

＜地域の福祉増進への連携・協同の促進＞ 

 ・各事業地で高齢者や多世代に向けた取り組み、地域行事に積極的に参加した 

定款に掲載の事業 介護福祉士実務者研修 2 回 

            高齢者・障害者の住宅 

公益的事業 京都市助成対象外の配食サービス（夕食など） 

         利用料軽減 社会福祉法人による利用料軽減、独自の室料等

軽減生活困窮者への家賃軽減制度（住宅、グループホーム） 

   家族・地域 ボランティア茶論、今宮ミルクホール、姉小路認知症カフェ 

         原谷オータムフェスタ 

   異分野等  原谷こどもカフェ、聚楽ほっこりヨガ、地域の学校との交流 

障害者就労支援事業によるレストランの運営協力 

   他、行政区、圏域の事業所連絡会、健康すこやか学級 

「相模原の事件を忘れないつどい」 、オレンジカフェ、地域・商店街の祭り 

 ・行事だけでなく、日常生活の支援や音楽や買い物等、環境整備や生活を彩る多様 

なボランティアの協力を得る機会が増加し、業務ボランティアは昨年から倍増した 

 ・管理職、役責者が市老協、地域密着協、地域包括協、区社協などで役割を担った 

 ・地域福祉講座は、事故・虐待事案等に対応中であることを鑑みて行わず 

＜住民本位の地域包括ケアシステムへの取り組み＞ 

 ・原谷地域包括圏域で法人内・法人外事業所や関係機関との連携に努めた。各事業

所が地域ケア会議参加や事例発表、防災訓練などに参加し、地域連携に努めた 

＜社会福祉法人と社会福祉事業を守り発展させる運動＞ 

 ・21・老福連事務局の主軸を担った。施設長アンケートや介護署名活動に参加、研究

交流集会、オンライン学習などへの参加、ゆたかなくらしへの寄稿などを行った 

 ・社会福祉経営全国会議の運営に参画し、厚労省交渉や事務局で役割を果たした 

 ・総合社会福祉研究所と京都社会福祉講座の運営に参画し、福祉他分野との共同・

交流の場となった。法人から全日参加 3 名、部分参加 2 名 

 ・介護署名活動を労使共同で行った 

 

行動計画 

①地域の福祉増進を目指し、他法人、関係団体との連携に努 

める。 

・地域活動と福祉を身近に感じる場、ともに福祉を築く場 

・地域福祉講座の開催（年度に 1 回） 

②地域住民や関係機関に信頼される事業と連携に努め、住

民本位の「私たちの地域包括ケアシステム」の実現をめざ

す。 

・原谷地域包括圏域での連携をさらに進める 

・各事業所で地域ケア会議等に参加、発表 

③21・老福連事務局の主軸となるとともに、社会福祉法人と社 

会福祉事業を守り発展させる運動に参画する。 

 ・21・老福連の主軸を担い、積極的に運動に参加 

 ・総合社会福祉研究所、京都社会福祉講座、社会福祉 

経営全国会議、社会保障推進協議会などの運動に参加 

 ・介護保険改定に向け利用者、職員、事業所の実情を発 

信 
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目標３＜職員の雇用確保と育成＞ 

権利を守るケアの実践、事業と運動を担う職員の雇用

確保・育成・定着と成長しあえるチームづくりに取り組

みます。 

 

＜キャリアパス・評価制度と研修＞ 

 ・未作成の職種のキャリアパス、ヒアリングシートの検討・作成は進められなかった 

 ・制度研修として下記の研修を行った 

   新入職員、中途採用職員オリエンテーション  延べ 32 名 

   1 年目研修 10 名、2 年目研修 19 名 

   新役責者研修 4 名、主任研修 20 名、 副主任研修 30 名、管理職研修 18 名 

 ・介護福祉士実務者研修を 2 回実施し 14 名が修了。スクーリングに社会福祉法人

健光園から実技アシスタントで参加いただき、互いの学びの機会となった 

 ・社会福祉士実習指導者講習参加は計画できていない。社会福祉士、看護師、介護 

支援専門員養成の実習、実人数 31 名、延べ人数 197 名受け入れた 

 ・管理職の社会福祉・福祉経営に係る研修・会議参加は一部未実施だった 

＜法人、各事業での研修と学び合う場＞ 

「・12 月 3 日に業務実践・研究発表会を実施し 147 名が参加、6 題の演題発表を行い、

理念に基づく実践の交流・共有の場となった 

 ・「28 日研修」はアンケートで希望があったテーマを中心に 8 回実施し 67 名が参加。

非常勤職員を含め研修計画化や、伝達研修で部門内共有するなど、職員体制が厳

しいなかでも学びの継続に資した 

 ・各事業所・拠点、同種部会で事業種別や課題に応じた研修に取り組んだ 

 ・部門職員の交流・意見交換や、部門を超えた事例検討などの場が自主的につくら 

れ、利用者支援や仕事を語る機会になった 

＜人権の尊重、個性が重視されるチームづくり＞ 

「・各事業で部門会議を月 1 回以上実施。毎日のミーティングやカンファレンスの実施、

部門会議の分散会や ZOOM 活用、情報共有ツールの活用で情報共有、意見交換

の場の確保に努めた。ピアコーチング制や育成シートの活用など、部門ごとの育成

のしくみに工夫を凝らした 

 ・職員ヒアリングの年度 1 回以上の実施をめざし、全ての事業で実施できた。職員の

成長とチームづくりのために、すべての事業で継続が求められる 

＜雇用環境の多様化に対応した採用活動＞ 

 ・2026 年度の新卒採用職員は 3 名であった。参加可能な合同説明会参加、SNS 活

用、単発アルバイトのほか、新卒紹介等新たな媒体の活用や丁寧な見学・仕事体験

などで確保に努めたが、目標に届かなかった 

 ・介護職、調理員で年度を通じて欠員があり、中途採用職員の確保に努めたが、派

遣・紹介業者を多用しても採用に繋がりにくい。職員紹介による採用が24名（前年度

15 名）あり、重要な採用ルートとなっている 

 ・各事業の欠員状況を管理委員会で共有し、採用担当と管理職での日常的連携に努

めた 

＜働き続けられる職場環境と給与体系＞ 

 ・2025 年度給与改定（報酬表制定、基本給、各種手当、非常勤時給変更等）を実施 

 ・「働き続けられる職場づくり検討委員会」により、9 年ぶりに職員アンケートを実施。結 

果を受けて各職場の職場環境改善目標の設定、今後の環境改善等に活用する 

 ・各事業所で、リフレッシュ休暇や有休の取得促進、ＩＣＴ・テクノロジー活用、部門を

超えた共同支援体制など、業務改善や働きやすい職場づくりに取り組んた。欠員の

影響が大きく、全体として業務が過密化や事業所間で差が生じるなど、業務洗い出

しや業務改善を更に進める必要がある 

 ・ストレスチェックを実施し 354 名が受検。前年に所在不明事故が発生した事業所の

職員のカウンセリングを実施、1 年以上経過後も不安等の影響があり、メンタルヘル

スや部門内論議等の継続が必要である 

＜ＩＣＴ活用の検討・導入＞ 

 ・聚楽ヘルパーでデジタル端末機器を導入した 

 ・施設、ショートステイ、グループホーム等で、見守りセンサーや見守り機器、インカ

ム、GPS、Airtag の活用、活用の検討を行った 

 

行動計画 

①すべての職種でキャリアパスと評価制度の実現を中期計画

に沿って具体化する 

 ・全ての職種のキャリアパス、ヒアリングシート検討 

 ・制度研修の改定、効果的実施等教育・育成制度の充実 

 ・実務者研修（2 回）、資格取得支援 

 ・社会福祉士実習指導者講習参加（1 名以上）、実習受け入

れ強化 

 ・管理職の社会福祉・福祉経営研修・会議参加（年度 1 回以

上） 

 ・役責者の研修（年度 2 回） 

②法人・各事業所において、学習会や実践交流、事例検討を

通じて、法人理念や理念に基づいた福祉支援、地域活動

について学び合う場をつくる。 

 ・業務実践研究発表会の開催（年度 1 回） 

 ・事業所、同種部会、出張研修等幅広い学びと交流の場 

③すべての事業で、人権を尊重し個性が重視される職員チー

ムづくりに努める。 

 ・職員が発言できチームで論議する場を定期開催 

  部門会議は月 1 回以上 

 ・職員ヒアリング（原則年 2 回、少なくとも 1 回） 

④雇用環境の多様化に対応し、適材適所なマッチングをめざ

し採用活動に努める。 

 ・新卒採用目標 5 名 中途採用の促進 

 ・求職者が仕事や職場をイメージできる対応、個別対応 

 ・欠員把握、採用担当と管理職で連携した職員配置 

⑤働き続けられる職場環境と給与体系構築に向け中期計画 

に沿って具体化する。 

 ・給与改定の実施、2026 年度以降の給与改定の具体化 

 ・「働き続けられる職場づくり検討委員会」（年度 2 回以上） 

 ・各職場の業務洗い出しと改善、残業削減の取り組み 

 ・ストレスチェック（年 1 回）の結果分析、体験カウンセリング

（年度 2 回以上）、メンタルヘルス対策強化 

⑥利用者の権利保障を前提に、ケアの向上と労働環境改善

のため ICT 活用を事業種別や規模に応じて検討・導入す

る。 

 ・居宅介護支援…タブレット、情報共有ソフト導入検討 

 ・ヘルパー…デジタル端末活用の拡大 
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目標４＜経営の安定化と定着＞ 

法人と事業所の運営と経営の安定化を図り、強固な財 

政基盤の確立と定着を目指します。 

 

＜決算状況＞   

 ・決算状況、主な事業の収支状況の詳細は、計算書類及び「２０２５年度決算報告」の

とおり 

 ・資金収支 事業活動収入       28 億 1359 万円（予算比 100.43％）    

       事業活動支出       26 億 9445 万円（補正予算比 98.77％）     

       事業活動資金収支差額  1 億 1914 万円（補正予算比 162.09％）  

 ・事業活動 サービス活動収益     28 億  510 万円（前年比  100.63％）     

       サービス活動費用     27 億 7820 万円（前年比   99.67％）     

       サービス活動増減差額      2689 万円    

       経常増減差額       2970 万円  対サービス活動収益 1.06％ 

・全事業で予算達成を目指したが、実質事業収入の減少、資金繰りの厳しい事 

業への資金繰入、物価高騰等による経費増など課題は多く、健全経営に向 

けた取り組みが必要である 

＜各事業の経営課題の共有と改善策の具体化＞ 

 ・事業目標達成状況  

目標達成 １１事業、 達成率９７％超 ９事業、 ９０％未満 １０事業 

   （前年度  １４事業、            ５事業、         ７事業） 

 ・管理委員会で月次目標・予算の達成状況を共有。7 月に四半期経営会議、10 月に

半期経営会議で対策を検討し、常勤理事会で収支状況報告・論議を行ったが、事

業ごとの課題への対策の具体化が十分とは言えなかった 

 ・上半期、年度末総括会議は、事業計画や目標を振り返り課題解決について考える、

事業総括を PDCA で振り返るについて、グループワークを行った 

 ・職員不足と利用者確保の両面から、職員を含めてアンケートやプロジェクト会議等 

で論議を重ね、事業廃止・統合を行うこととした 

原谷こぶしの里訪問入浴 2025 年 11 月より休止、2026 年 3 月末廃止 

新大宮と金閣のヘルパーの 2026 年 7 月統合に向けて準備 

＜中期計画にもとづく大型修繕、長期修繕計画に向けた調査・相談＞ 

 ・大型修繕、改修等  全事業 パソコンの入れ替え 

  （主なもの）      原谷特養・デイ  浴室改修 

            ケアハウスリブル北山  エアコン更新    

 ・特養、老健など大型施設を中心に設備更新や改修の際に設計者との協議を行って

いるが、長期修繕計画策定の準備は進められていない。次期中期計画に向け、準

備を進めていく 

 

 

行動計画 

①2025 年度の事業実績目標と予算の達成を、すべての事 

業でめざす。 

②法人及び各事業所の経営課題について法人全体で共有・

論議、早期の改善策の実施、実施状況の進捗管理を行い、

経営の安定化、健全化を図る。 

 ・常勤理事会、管理委員会での予算達成状況把握と課題共

有、四半期ごとの改善策と実施状況の確認 

 ・事業ごとの適正職員数、経費の適正比率見直し 

③長期修繕計画の策定に向けた設計者との調査・相談を開

始し、2026 年度からの中期計画で法人全体の長期修繕計

画の策定をめざす。 

④制度の狭間やサービスが不足する地域への開発的な事業

や取り組み、事業の複合化や整理統合、地域ニーズにこた

える新規事業について研究・検討を行う 
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目標５＜民主的運営＞ 

地域の力で設立発展してきた法人にふさわしく、民主 

的で透明性の高い法人・事業所運営を行います。 

 

＜民主的な組織運営＞ 

 ・評議員会・理事会では各専門分野の役員により、法人の信頼に関わる重大な課 

題を含めた法人・事業所の議題について、幅広い視点で活発な議論が行われた 

評議員会 開催 3 回 出席率 88.8％（前年度 84.6％） 

理事会  開催 6 回(決議の省略 3 回含) 出席率 95.2％（前年度 96.2％） 

 ・管理委員会…6 月に苦情・事故の振り返りから管理職としての対応時の留意点、利

用者と職員の権利を守る対応の在り方を論議。法人の重大な課題に

ついて毎月の会議で報告・共有。 

 ・ハラスメント相談窓口を各事業所及び法人で設置し、4 月七野会報とポスターで周

知。ハラスメント研修を 28 日研修と伝達研修を行った。 

 ・介護現場でのハラスメント及びハラスメントが疑われる事例や相談は、基本指針に基

づき事業所での対応を基本に、必要時は法人と連携し、組織的対応に努めた。 

＜災害・感染症発生時のＢＣＰ策定、危機管理、法令順守体制＞ 

 ・全ての事業で BCP 策定、研修・訓練義務化事業での訓練、研修を実施した。地域

や他事業所が参加した訓練を実施できた事業所もあった。各事業で法令に基づい

た実施やマニュアル・指針の整備が行われるように、管理委員会での周知徹底、進

捗確認を行った。 

 ・同種部会で自主点検表確認（GH）、法令遵守にかかる随時の確認（居宅・地域包

括）を行ったが、合同での事業所管理者研修は未実施に終わった。 

＜中期計画の執行・評価、次期中期計画準備＞ 

 ・12 月の管理委員会で、中期計画到達を踏まえた各拠点・事業の 2026 年度からの中

期計画を提案・論議。2026～2030 年度の中期計画を 2026 年 6 月理事会に提案す

るため準備を行った。 

＜ななの友の会、地域団体との共同の強化＞ 

 ・法人事業報告会を 2025 年 4 月 5 日に 開催、同日にななの友の会との合同花見を

実施した。 

 ・11 月 3 日に原谷事業所でオータムフェスタを開催、ななの友の会と共同でバザーを 

  行い、家族、友の会、地域から多くの協力を得た。 

 

行動計画 

①すべての事業・組織で、民主的な論議に基づく方針決定と

実施、評価を行う。 

 ・管理職のマネジメント研修（年度 1 回） 

 ・理事・管理職、役責者像の明確化、育成制度具体化 

 ・ハラスメント防止研修の実施（年度 1 回）ハラスメント相談窓

口の周知 

②災害・感染症発生時の事業継続、危機管理、法令順守の

体制構築を図る。 

 ・法人、各事業所の事業継続計画にもとづく訓練、萬浮ある

歳暮、物品備蓄、地域を視野に入れた準備 

 ・事業所管理者研修、会議（年度 1 回） 

③中長期計画について、役職員や各事業所の意見を反映し

て計画の執行・評価を行い、次期中長期計画策定に向けて

準備する。 

 ・中期計画執行状況の評価、2026 年度からの中期計画策定 

④ななの友の会や福祉増進に取り組む地域団体、関係者との

共同を強める。 

 ・法人の事業報告会（年 1 回） 

 ・ななの友の会と共同のバザーや行事に参加、運営 



 


